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平成 15 年３月期    決算短信（連 結）           平成 15 年 5 月 28 日 
 

上場会社名 株式会社 ミスターマックス           
       （商号 株式会社  ） 
コード番号 ８２０３                                                                                              
（URL http://www.mrmax.co.jp/）    
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 平野能章  
問合せ先責任者 役職名 経 理 部 長 氏名 宗村重利 ＴＥＬ(092)623－1111 
決算取締役会開催日  平成 15 年 5 月 28 日        
米国会計基準採用の有無  無 
 

１．平成 1 5 年 3 月期の連結業績（平成 1 4 年４月１日～平成 1 5 年 3 月 3 1 日） 
（１）連 結 経 営 成 績                （百万円未満切り捨て） 
 営 業 収 益  営 業 利 益  経 常 利 益  

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

15 年 3 月期 92,440 (△5.7) 1,314 ( 48.3) 1,617 ( 51.9) 

14 年 3 月期 98,076 ( 5.2) 886 (201.2) 1,064 ( 95.2) 

 

  

当 期 純 利 益 

 

１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

営業収益 

経常利益率 

 百万円 ％  円 銭  円 銭  ％  ％  ％ 

15 年 3 月期 687 (56.9) 17.36  -  2.4  2.0  1.7  

14 年 3 月期 438 (150.3) 11.18  10.03  1.5  1.2  1.1  

 （注） ① 持分法投資損益 15 年 3 月期     － 百万円 14 年 3 月期      －  百万円 

  ② 期中平均株式数（連結） 15 年 3 月期 38,472,528 株 14 年 3 月期 39,224,684 株 

  ③ 会計処理の方法の変更 無 

  ④ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

（２）連 結 財 政 状 態 
 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １ 株 当 た り 株 主 資本 

 百万円 百万円  ％ 円  銭 

15 年 3 月期 80,155  28,380  35.4  744.21  

14 年 3 月期 82,988  28,324  34.1  732.37  

（注）期末発行済株式数（連結）15 年 3 月期 38,107,908 株    14 年 3 月期 38,674,977 株 

    

（３）連結キャッシュ・フローの状況 
営 業 活 動 に よ る  投 資 活 動 に よ る  財 務 活 動 に よ る  現金及び現金同等 物  

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

15 年 3 月期 960  △1,125  △2,116  2,899  

14 年 3 月期 1,053  △ 324  △7,550  5,181  

 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項   
    連結子会社数 ２社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 －社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
    連結（新規） －社   （除外） －社  持分法（新規） －社   （除外） －社 

 

２．平成 1 6 年 3 月期の連結業績予想（平成 1 5 年４月１日～平成 1 6 年 3 月 3 1 日） 
 営 業 収 益 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 49,200  590  300  

通   期 99,600  1,670  740  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）18 円 89 銭 

 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において人手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係

る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる

結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項につき

ましては、添付資料の７ページを参照してください。 

上場取引所   東 大 福 

本社所在都道府県 
福岡県  
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１.  企業集団の状況 
 当社グループは、株式会社ミスターマックス(当社)及び連結子会社2社で構成され、小売業及びこれに付随

する業務を行っております。 

 

( １)  事業に係る各社の位置付け 

 当社グループの事業内容、取扱商品及び店舗形態(業態)の位置付け等は、次のとおりであります。 

事業区分 主要商品 販売形態(業態) 会社名 

小売業及び 

これに付随する業務 

(ハードグループ) 

テレビ等の映像機器、オーディオ、通信

機器、冷蔵庫等の台所用家電品、家事用

家電品、照明用品、エアコン等の季節家

電品等の販売 

(ソフトグループ) 

実用衣料品、子供・ベビー衣料品、紳士

衣料品、婦人衣料品、シューズ、服飾雑

貨品、時計・宝飾品等の販売 

(ゼネラルグループ) 

日用雑貨品、洗剤・化粧品、紙綿、加工

食品、ペット用品、自転車、スポーツ用

品、カー用品、玩具、文具、園芸・ＤＩ

Ｙ用品等の販売 

店頭 ㈱ミスターマックス 

小売業 パソコン、周辺機器及び出版物等の販売 店頭 ㈱ピーシーデポマックス 

小売業 家庭用電気用品、衣料、服飾雑貨品等の販売 インターネット ㈱ネットマックス 

 

 

 

 

( ２)  事業系統図は、次のとおりであります。 

 

 
仕  入  先 

ユ ー ザ ー 

当   社 連結子会社 

デポマックス 

㈱ピーシー 

連結子会社 

 マックス 

㈱ネット 
ハード 

グループ グループ 

ソフト ゼネラル 

グループ 
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２．経営方針 

 

（１）経営の基本方針 
当社グループ（当社及び連結子会社）は、「お客様の普段の暮らしをより豊かに、より便利に、

より楽しく」を経営理念として掲げ、そのための商品やサービスを、毎日低価格（エブリデイ･

ロープライス）で提供することにより、地域社会への貢献を果たすことを基本方針としてまいり

ました。 

社会に貢献し、株主の皆様をはじめとするステークホルダーのご期待にお応えすべく、積極的

かつ効率的な事業推進を図ってまいります。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 
当社は、長期的な視野に立ち、事業拡大と収益力向上を図るための内部留保に努めるとともに、

株主の皆様への適切な利益還元を十分に考慮し、業績の向上に合わせて株式分割（無償）を適宜

実施し、中間配当を含め年２回の配当に努めてまいりました。 

内部留保資金は主として、店舗、ショッピングセンターの新設、増床、改装や、物流、仕入に

かかる情報システム投資、また採用、教育、配転など組織力強化のための人材投資に活用し、業

容の拡大と経営基盤の強化につなげてまいります。 

 
（３）目標とする経営指標 
当社グループといたしましては、営業利益率５％、ROE１０%、を当面の主たる経営指標といた

しております。 

 

（４）中長期的な会社の経営戦略ならびに対処すべき課題 
当社グループは、「お客様に満足していただくこと」を使命と考え、「Guest First」を行動指

針といたしております。店づくり、品揃え、価格設定など、当社の営業活動全般において、お客

様の声に耳を傾け、お客様のために考え、お客様にとって価値ある商品、サービスを提供できる

企業を目指してまいります。 

 お客様の普段の暮らしを豊かにする「品揃え」と「安さ」、「お買い物のしやすい環境づくり」

と「安さ」を支える「ローコスト･オペレーション」を実現してまいります。 

 

（ディスカウント･ストア事業における方針） 
①商品競争力の強化 
お客様に商品の価値を見いだしていただき、満足していただくことを商品政策の柱に    

掲げております。 

当社の品揃えは、普段の暮らしに欠かせない商品を、豊富に、安く品揃えすることを目的とい

たしております。お客様が毎日の暮らしでお使いになるものだからこそ、使い勝手の良い商品を、

より安く提供してまいります。毎日の暮らしを支えるベーシックな商品を重点に、お客様のライ

フスタイルの変化に対応した品揃えをおこなうことで、お客様の毎日の暮らしを楽しく、便利に

するお手伝いをさせていただきます。 

 価格は「安さ３６５日」。特売日だけ安いのではなく、毎日、いつでも安い価格でお買い物を

楽しんでいただけることを目指します。その目玉となるのが、「POWER PRICE」商品と自社開発

商品です。 

 「POWER PRICE」商品は、ナショナル･ブランドを中心に価格訴求力の高い商品を地域一番の

安さで打ち出す商品です。お客様に、「これは安い！」と思っていただける、徹底して安さをア

ピールする価格設定をおこない、常時１００品目程度の品揃えをいたします。 

自社開発商品は、「Make a GOOD CHOICE！」と「SELF STYLE」という２つの自社ブランドで、

現在約２，２００品目を品揃えいたしております。この自社ブランド商品の品目数を増やしてい

くとともに、当社専用機種などオリジナル商品を強化することで、プライベート･ブランドのお

値打ち感をお客様に実感していただける品揃えをおこないます。 
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②売場環境の改善 
当社はお客様の普段の暮らしを楽しく、便利なものにする「地域社会のインフラ」となること

を目標といたしております。より多くの地域のお客様に「MrMax が出店して良かった」と言って

いただけるよう多店舗展開を図ってまいります。特に九州、中国地方の都市部と首都圏を重点と

し、商圏人口の多い地域で多店化を図り、お客様のご支持を高めてまいります。 

新店づくりの原則は、「お買い物のしやすい環境づくり」です。大型の買い物カートで、ゆっ

たり、快適にお買い物していただけるよう、通路は広々と、天井は高く設計してまいります。陳

列什器の高さをおさえ、開放感のある気持ちのいい空間を創造するとともに、売場構成がひと目

でわかる、お買い物に便利な売場づくりをおこないます。 

売場の案内も、色や写真パネルを使って、お客様の視点に立った、見やすく・買いやすい表示

にいたします。 

屋上駐車場のある新店には、カートご利用のお客様に楽にお買い物していただけるよう、オー

ト・スロープを設置してまいります。 

営業時間についても、お客様の利便性を高めるため、既存店も含めた時間延長をおこない、従

来の夜８時閉店から、９時、１０時閉店の店舗を増やしております。  

 また、店頭入口で、専任でお客様へのサービスをおこなう「グリーター」を配属いたしました。

「グリーター」は、お客様のお出迎え・お見送りをするほか、買い物カゴや買い物カートをお渡

ししたり、売場や商品に関するお問い合わせにお答えしております。「グリーター」の採用にあ

たっては、原則として６０歳以上の明るく、人生経験豊かな人材を採用いたしております。シル

バー人材の働きたいという意欲に応え、お客様に接し、お客様に喜ばれる仕事を提供することで、

生きがいとやりがいとを感じられるよう努めております。 

 

③自社物流システムの構築 
「安さ」を支える「ローコスト･オペレーション」を実現するために、福岡県久山町に西日本

物流センターを稼動させました。平成１４年１２月からセンター業務を開始し、平成１５年４月

には九州・中国地区のすべての店舗を対象に、仕入商品の９割について荷受け、検品業務をセン

ターに集約いたしました。同時に定番商品の発注業務を本部に集約することによって、店舗にお

ける発注、荷受け、検品作業時間を大幅に削減し、「ローコスト･オペレーション」の実現を図り

ます。 

発注、納品の一本化は、仕入先にとっても受注、納品についての負担を大幅に軽減する効果が

あり、今後一層、売れ筋商品をスピーディに、ローコストで納品することが可能になります。ま

た、インターネットを通じた電子商談システム（B2B）を活用し、販売･在庫データを仕入先に開

放し、需要予測の正確性を高め、仕入先にとってもロスの少ない形で、協力体制を確立いたしま

す。お客様に、いつでも欠品がなく、安心してお買い物していただける状態を維持･向上させる

ために、仕入先との関係を見直してまいります。 

 

④環境への取り組み 
当社は、平成１２年９月に本部及びすべての店舗において環境管理の国際基準「ISO14001」の

審査登録をおこない、環境課題に取り組んでおります。 

出店に際しては、十分な緑化スペースを確保するなど、立地環境の保全に努めてまいります。

また、交通、騒音への影響をできるだけ軽微なものにするよう、十分な駐車スペースを確保する

とともに、自社物流センター稼動により、各店舗への納品トラックの発着台数を減らす取り組み

をおこなっております。 

廃棄物の排出抑制については、店舗においてダンボール、発泡スチロール、空き缶等のリサイ

クルに努めるほか、薄くて強いレジ袋の採用、包装の簡略化など、お客様のご家庭での廃棄物の

排出抑制にも努めております。 

このほか、地球温暖化の原因となる CO2排出量抑制のため、店舗への氷蓄熱装置、デマンド･

コントローラーの設置など消費電力の平準化にも取り組んでおります。 
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（５）コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
経済構造そのものが激しく変化しつつある経営環境の中で、経営の効率性、健全性、透明性を

重視したコーポレート･ガバナンスを進めてまいります。また、ＩＲ活動、ホームページを活用

した情報開示を進めるとともに、株主の皆様のご意見やアドバイスを経営に反映させるよう努め

てまいります。 

取締役会は、的確かつ迅速に経営に関する重要事項を審議し、決議するために月例取締役会の

他に、必要に応じて随時取締役会を招集いたしております。 

監査役（社内 2 名（うち常勤 1 名）、社外 2 名）については、当社の取締役経験者の他、弁護

士資格、公認会計士資格、税理士資格保有者を配し、それぞれの専門的立場から経営と財産の状

況について監査を行ない、経営監視機能の強化を図っております。 

また、「ISO14001」の審査登録により、本部及びすべての店舗における環境管理活動を評価、

指導する機能を持つ環境管理室を設けております。 

加えて、経営の効率性を高めるべく「営業戦略発表会」を年１回開催しております。連結子会

社の社員も含めた全グループ社員が参加する中で、経営幹部が直接、現状の経営状況、新年度の

経営方針とその推進具体策を伝えることで、社員の経営参画意識を高めております。 
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３．経営成績及び財政状態 

 

（１）経営成績 
①業績の概要 
当期において、当社グループは不採算店の閉鎖、販促経費の抜本的見直しなど収益構造の変革

に取り組む一方、発注体制の見直し、自社物流センターの構築など、事業構造改革を進めました。 

 その結果、当期の連結決算は、営業収益９２４億４０百万円（前期比 5.7%減）、経常利益１６

億１７百万円（同 51.9%増）、当期純利益６億８７百万円（同 56.9%増）となりました。期中平均

株式 1 株当たり純利益は前期の１１円１８銭に対して、１７円３６銭となりました。なお当期末

の配当金につきましては、１株当たり５円を予定いたしております。 

  
（ディスカウント・ストア事業） 
(株)ミスターマックスは、グループの中核企業としてディスカウント・ストアのチェーン化を

進めております。収益構造改善のため、適正規模を欠く不採算店３店を閉鎖する一方、佐賀店（佐

賀市）を開店し、期末現在における総売場面積は２２４千㎡（前期末比 1.3%増）に拡大しまし

た。 

期末に開店した新店に対し、不採算店の閉店が先行したこと、また、商品単価の下落により、

営業収益は９０３億５２百万円（前期比 5.5%減）となりましたが、価格を引き下げながらも利

益を確保する収益構造改革に取り組んだ結果、荒利益率の改善、経費の大幅削減により経常利益

は１６億２３百万円（同 43.0%増）となりました。 

荒利益率は前期 17.4%から当期 18.0%へと 0.6%改善いたしました。また、チラシ配布の効率化

や不採算店閉店効果により、販売費及び一般管理費を前期比７億１０百万円削減いたしました。

さらに有利子負債の削減にも努め、営業外費用を前期比１億２1 百万円削減いたしました。 

 久留米インター店（福岡県久留米市）のオーナーの経営破綻により、特別損失に貸倒引当金繰

入額２億９２百万円を計上いたしましたが、当期純利益は６億９２百万円（同 46.0%増）と増益

となりました。 

 

（パソコン販売事業） 
（株）ピーシーデポマックスは、九州･中国地区におけるホームユースパソコン販売専門店チ

ェーン展開を目指し、平成１２年１０月に設立され、現在、福岡、長崎の２カ店で営業を行って

おります。 

売上高は２０億２３百万円（前期比 20.1％減）となりましたが、インターネット取次手数料

の増加に加え、経費の削減に努めた結果、経常利益、当期利益ともに６百万円（前期は経常損失

１６百万円、当期純損失１７百万円）を計上し、黒字化を達成いたしました。 

 

（インターネット販売事業） 
（株）ネットマックスは、インターネットを通じ物販を行う「バーチャル･ディスカウントス

トア」を運営するために、平成１２年１０月に設立され、当期において、MrMax 電子商談システ

ム（B2B）支援事業を開始いたしました。 

 販促キャンペーン等の効果により、売上高は２億９６百万円（前期比 100.0%増）となりまし

たが、B2B 運用関連経費の増加により、経常損失、当期純損失ともに１４百万円（前期は経常損

失、当期純損失ともに５３百万円）となりました。 

 

②事業別のセグメントの業績 
当社グループは、小売業及びこれに付随する業務のみを行っており、当該事業以外に事業の種

類がないため、記載を省略いたしております。なお、当社グループは取扱商品を部門ごとに把握

しており、その売上の状況は以下のとおりです。 
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（ハードグループ：家電、カメラ等） 
４月は一昨年施行された家電リサイクル法に伴う需要の反動、７月には台風が連続して接近す

るなど不順な天候が続いたこと、また、１２月上旬には暖かい日が続くなど、特に季節家電の売

上には厳しい１年となりました。ハードグループ全体の売上は２９６億１６百万円（前期比 7.8%

減）となりました。 

荒利益率は 14.7%から 15.6%へと改善いたしました。 

 

（ソフトグループ：衣料、シューズ、時計、服飾雑貨等） 
衣料品は商品単価の下落が進行する中、婦人衣料については、春から初夏にかけてカットソー、

ストレッチパンツ、カジュアルシャツなどが売上数量を大きく増加させ、比較的堅調に売上を確

保いたしましたが、夏用肌着、サンダルなど夏場の季節商品は前年ほどの伸びが見られませんで

した。ソフトグループ全体の売上は商品単価の下落を数量でおぎなうことができず、１０３億６

６百万円（前期比 8.0%減）となりました。 

荒利益率は 21.4％から 22.5％へと改善いたしました。 

 

（ゼネラルグループ：洗剤･化粧品、日用雑貨、食品等） 
品揃えを強化した加工食品や、通販商品、100 円ショップの売れ筋アイテムを積極的に投入し

た日用雑貨などは売上を伸ばしましたが、品揃え変更の端境期となった台所用品、インテリア･

収納用品が前年同期売上を下回り、ゼネラルグループ全体の売上は４９８億２５百万円（前期比

4.2%減）となりました。 

荒利益率は 17.9％から 18.6％へと改善いたしました。 

 

この結果、連結売上高は８９８億７百万円（前期比 5.9%減）となりました。不動産賃貸収入

は、５月に閉店した店舗のテナント賃貸収入が減収となり、２６億３２百万円（同 1.5%減）と

なりました。売上高と不動産賃貸収入の合計である営業収益は９２４億４０百万円（同 5.7%減）

となりました。 

 

③次期の見通し 
今後も個人消費の低迷が続き、商品そのものの価値に対するお客様の選別がますます厳しくな

って行くことが予想されます。このような環境のもとで、当社グループは、発注体制の見直し、

自社物流センターの構築など、体制を整備し、商品の価格を引き下げながらも利益を確保する収

益構造改革を進めてまいります。  

グループの中核企業である（株）ミスターマックスは、平成１５年４月に熊本南店（熊本市）、

同５月におゆみ野店（千葉市）を開店いたしました。さらに野方店（福岡市）の建替えリニュー

アルを計画いたしております。一方で適正規模を欠く小型店２店舗の閉店を計画いたしておりま

す。 

 

平成１６年３月期の連結決算は、営業収益９９６億円（前期比 107.7％）、経常利益１６億 

７０百万円（同 103.3％）、当期純利益７億４０百万円（同 107.6％）を見込んでおります。 

 

 

（２）財政状態 
①資産・負債・資本の状況 

(資産) 
借入金返済のため手元現預金を取り崩し、在庫圧縮にも努めた結果、総資産は前期末に比べ２

８億３３百万円、減少しました。総資産回転率は 1.10 回から 1.13 回へと改善いたしました。 

（負債） 
有利子負債（長短借入金及び社債）を前期末に比べ１５億６３百万円、削減いたしました。そ

の結果、デット･エクイティ･レシオ（株主資本に対する有利子負債の比率）は、0.97 倍から 0.92
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倍へと改善いたしました。 

 
（資本） 
連結剰余金の増加により、前期末に比べ５６百万円の増加となりました。自己資本比率は34.1%

から 35.4%へと改善いたしました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、負債の減少、差入敷

金･保証金の増加による支出等の要因により、前連結会計年度末に比べ、２２億８２百万円 

（△44.0％）減少し、当連結会計年度末には２８億９９百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果得られた資金は９億６０百万円であり、前連結会計年度に比べ９２百万円 

（△8.8%）減少いたしました。この減少は、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度に比べ４

億３４百万円増加したものの、棚卸資産の減少額が１３億９２百万円減少したこと等により相殺

された結果、減少したものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果使用した資金は１１億２５百万円であり、前連結会計年度に比べ８億１百万円

（247.2%）増加いたしました。この増加は、主に、差入敷金･保証金の増加による支出が前連結

会計年度に比べ５億７１百万円増加したこと等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果、使用した資金は２１億１６百万円であり、前連結会計年度に比べ５４億３４

百万円（△72.0%）減少いたしました。この減少は主に、社債償還における支出と長期借入金返

済による支出との合計が前連結会計年度に比べ３６億９９百万円増加したことに対し、長期借入

金による収入が９０億円増加したこと等によるものであります。 

 

 



 

－  － 
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４.連結財務諸表等 

( １)  連結貸借対照表 

 

  
前連結会計年度 
（平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成15年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％）

増減 

(千円) 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金  5,181,296 
2,899,234 

  

２．売掛金  921,221 
874,344 
 

 

３. 有価証券  － 86,840  

４．たな卸資産  8,193,442 7,802,099  

５．繰延税金資産  149,292 287,663  

６．その他  551,503 473,511  

流動資産合計  14,996,755 18.1 12,423,691 15.5 △2,573,064 

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

(1)建物及び構築物 ※１ 31,665,961  31,818,490   

減価償却累計額  △10,651,773 21,014,188 △11,787,685 20,030,805  

(2) 機械装置及び運
搬具 

 34,544  33,837   

減価償却累計額  △25,114 9,429 △27,260 6,577  

(3)土地 ※１ 32,863,488 32,842,265  

(4）建設仮勘定  1,102 1,193,507  

(5）その他  2,538,954  2,637,221   

減価償却累計額  △1,518,727 1,020,227 △1,712,425 924,796  

有形固定資産合計  54,908,436 66.2 54,997,951 68.6 89,515 

２．無形固定資産     

(1）借地権  515,630 515,630  

(2）その他  104,222 83,486  

無形固定資産合計  619,853 0.7 599,116 0.8 △20,737 

         

         

         

         

         

         



 

－  － 
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前連結会計年度 
（平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成15年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比

（％）
金額（千円） 

構成比 

（％）

増減 

(千円) 

     

３．投資その他の資産     

(1）投資有価証券  2,271,471 1,855,496  

(2）差入保証金  5,189,915 5,174,443  

(3) 破産更生債権等  - 424,399  

(4）繰延税金資産  427,532 503,106  

(5）その他  4,569,207 4,469,902  

貸倒引当金  - △292,772  

投資その他の資産
合計 

 12,458,127 15.0 12,134,575 15.1 △323,552 

固定資産合計  67,986,416 81.9 67,731,644 84.5 △254,772 

Ⅲ 繰延資産     

社債発行費  5,333 －  

繰延資産合計  5,333  0.0 － － △5,333 

資産合計  82,988,505 100.0 80,155,336 100.0 △2,833,169 

     



 

－  － 
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前連結会計年度 
（平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成15年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 

増減 

(千円) 
構成比 
（％） 

増減 

(千円) 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．支払手形及び買掛金  15,458,273 14,114,229  

２．短期借入金  250,000 250,000  

３．１年以内返済予定長
期借入金 ※１ 13,614,000 6,446,000  

４．１年以内償還社債  － 3,000,000  

５．未払法人税等  350,934 480,934  

６．賞与引当金  341,900 306,985  

７．その他  2,492,822 2,636,721  

流動負債合計  32,507,930 39.2 27,234,869 34.0 △5,273,061 

Ⅱ 固定負債     

１．社債  3,000,000 －  

２．長期借入金 ※１ 10,751,000 16,356,000  

３．退職給付引当金  313,747 348,838  

４．役員退職慰労引当金  745,147 780,305  

５．預り保証金  4,223,073 4,197,907  

６．その他  3,054,240 2,799,052  

固定負債合計  22,087,210 26.6 24,482,104 30.5 2,394,894 

負債合計  54,595,140 65.8 51,716,974 64.5 △2.878,166 

     

（少数株主持分）     

少数株主持分  68,925 0.1 57,925 0.1 △11,000 

 

 

 

 

 

 

 



 

－  － 
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前連結会計年度 
（平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成15年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 

増減 

(千円) 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金  10,229,738 12.3 － － 
 

△10,229,738 
 

Ⅱ 資本準備金  9,944,800 12.0 － － △9,944,800 

Ⅲ 連結剰余金  8,524,362 10.3 － － △8,524,362 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金  △81,608 △0.1 － － 81,608 

Ⅴ 自己株式  △292,854 △0.4 － － 292,854 

資本合計  28,324,439 34.1 － － △28,324,439 

       

Ⅰ 資本金 ※２ － － 10,229,738 12.8 10,229,738 

Ⅱ 資本剰余金  － － 9,944,800 12.4 9,944,800 

Ⅲ 利益剰余金  － － 8,806,191 11.0 8,806,191 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金  － － △140,550 △0.2 △140,550 

Ⅴ 自己株式 ※３ － － △459,743 △0.6 △459,743 

資本合計  － － 28,380,436 35.4 28,380,436 

負債、少数株主持分
及び資本合計  82,988,505 100.0 80,155,336 100.0 △2,833,169 

         
 

 

 

 



 

－  － 
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( ２)  連結損益計算書 

 

  
前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

百分比
（％） 金額（千円） 

百分比
（％） 

増減 

(千円) 

Ⅰ 売上高   95,403,705 100.0  89,807,934 100.0 △5,595,771 

Ⅱ 売上原価   78,940,646 82.7  73,614,300 82.0 △5,326,346 

売上総利益   16,463,058 17.3  16,193,634 18.0 △269,424 

Ⅲ 不動産賃貸収入   2,672,483 2.8  2,632,845 3.0 △39,638 

営業総利益   19,135,542 20.1  18,826,480 21.0 △309,062 

Ⅳ 販売費及び 
一般管理費 ※１      

１．販売費  2,857,587  2,466,173   

２．一般管理費  15,391,563 18,249,150  19.2 15,045,854 17,512,027 19.5 △737,123 

営業利益   886,391 0.9  1,314,452 1.5 428,061 

Ⅴ 営業外収益       

１．受取利息  37,300  33,065   

２．受取配当金  13,212  5,125   

３．仕入割引  223,105  213,383   

４．受取手数料  339,305  291,681   

５. テナント解約収入  －  104,433   

６．雑収入  188,600 801,524 0.8 157,616 805,305 0.9 3,781 

Ⅵ 営業外費用       

１．支払利息  547,196  451,711   

２．社債発行費償却  5,333  5,333   

３．雑支出  70,769 623,299 0.6 45,294 502,339 0.6 △120,960 

経常利益   1,064,616 1.1  1,617,418 1.8 552,802 

Ⅶ 特別利益       

１．土地売却益  4,000  －   

２．投資有価証券 
売却益  28,240 32,240 0.0 9,217 9,217 0.0 △23,023 

         

 



 

－  － 
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前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

百分比
（％） 金額（千円） 

百分比
（％） 

増減 

(千円) 

Ⅷ 特別損失       

１．固定資産除却損 ※２ －  24,047   

２．投資有価証券評価損  265,629  36,579   

３．投資有価証券売却損  26,282  34,045   

４．貸倒引当金繰入額  － 291,911 0.2 292,772 387,444 0.4 95,533 

税金等調整前当期純
利益   804,945 0.9  1,239,192 1.4 434,247 

法人税、住民税及び
事業税  512,492  731,327   

法人税等調整額  △109,761 402,731 0.4 △177,020 554,306 0.6 151,575 

少数株主損失   36,330 0.0  3,017 0.0 △33,313 

当期純利益   438,544 0.5  687,902 0.8 249,358 

         

 



 

－  － 
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( ３)  連結剰余金計算書 

 

  
前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 

増減 

(千円) 

Ⅰ 連結剰余金期首残高   8,479,428  － △8,479,428 

Ⅱ 連結剰余金減少高       

配当金  393,610 393,610 － － △393,610 

Ⅲ 当期純利益   438,544  － △438,544 

Ⅳ 連結剰余金期末残高   8,524,362  － △8,524,362 

       

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高       

資本準備金期首残高  － － 9,944,800 9,944,800 9,944,800 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   －  9,944,800 9,944,800 

       

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高       

連結剰余金期首残高  － － 8,524,362 8,524,362 8,524,362 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

当期純利益  － － 687,902 687,902 687,902 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金  －  386,074   

２．役員賞与  － － 20,000 406,074 406,074 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   －  8,806,191 8,806,191 

       

 

 



 

－  － 
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( ４)  連結キャッシュ・フロー計算書 

 

  
前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 

増減 

(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税金等調整前当期純利益  804,945 1,239,192  

減価償却費  1,660,290 1,526,390  

社債発行費償却額  5,333 5,333  

貸倒引当金の増加額  ― 292,772  

賞与引当金の増減額 
（減少：△）  52,400 △34,915  

退職給付引当金の増加額  50,409 35,090  

役員退職慰労引当金の 
増加額  60,494 35,157  

受取利息及び受取配当金  △50,513 △38,190  

支払利息  547,196 451,711  

投資有価証券売却益  △28,240 △9,217  

投資有価証券売却損  26,282 34,045  

投資有価証券評価損  265,629 36,579  

固定資産売却益  △4,000 ―  

固定資産除却損  ― 24,047  

為替差損益  △909 745  

売上債権の増減額 
（増加：△）  △33,518 33,830  

たな卸資産の減少額  1,784,243 391,343  

その他資産の減少額  216,515 101,915  

仕入債務の減少額  △3,662,139 △1,344,043  

未払消費税等の増減額 
（減少：△）  530,210 △441,985  

預り敷金・保証金の減少額  △208,276 △227,803  



 

－  － 
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前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 

増減 

(千円) 

その他負債の減少額  △116,871 △40,726  

役員賞与の支払額  ― △20,000  

その他  22,271 4,667  

小計  1,921,753 2,055,938 134,184 

利息及び配当金の受取額  23,422 11,860  

利息の支払額  △510,082 △505,739  

法人税等の支払額  △382,025 △601,327  

営業活動によるキャッシュ・
フロー  1,053,068 960,732 △92,335 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー     

定期預金の払戻による収入  190,000 ―  

投資有価証券の売却による
収入 

 353,882 282,114  

投資有価証券の取得による
支出 

 △134,500 △107,939  

有形固定資産の売却による
収入 

 32,000 ―  

有形固定資産の取得による
支出 

 △688,237 △777,392  

無形固定資産の取得による
支出 

 △37,772 △10,153  

差入敷金・保証金の増加に
よる支出 

 △139,006 △710,914  

差入敷金・保証金の減少に
よる収入 

 144,064 204,496  

貸付金の回収による収入  1,758 1,783  

その他投資活動による支出  △46,406 △7,725  

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △324,216 △1,125,732 △801,515 
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前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 

増減 

(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー     

長期借入れによる収入  5,000,000 14,000,000  

長期借入金の返済による 
支出  △1,864,000 △15,563,000  

社債の償還による支出  △9,999,959 ―  

自己株式の売却による収入  691 ―  

自己株式の取得による支出  △293,503 △166,889  

配当金の支払額  △393,615 △386,427  

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △7,550,387 △2,116,316 5,434,070 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額  909 △745 △1,654 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △6,820,626 △2,282,061 4,538,564 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首 
残高 

 12,001,922 5,181,296 △6,820,626 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末 
残高  5,181,296 2,899,234 △2,282,061 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社（２社）を連結してお

ります。 

連結子会社の名称 

㈱ピーシーデポマックス 

㈱ネットマックス 

同左 

 

連結子会社の名称 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 関連会社はありません。  同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

①有価証券 

同左 

 ②デリバティブ 

 時価法 

②デリバティブ 

同左 

 ③たな卸資産 ③たな卸資産 

 
 
商品 主として売価還元法による原

価法 

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法
  

 
同左  

  
  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

建物        定額法 

その他       定率法 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

①有形固定資産 

同左 

 ②無形固定資産 

ソフトウェア 社内における利用可

能期間（５年）に基

づく定額法 

②無形固定資産 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

(3)重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

       ────── 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

 ②賞与引当金 

従業員に支給する賞与の引当額とし

て支給見込額に基づき計上しており

ます。 

②賞与引当金 

 同左 

 ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。数理計算上の差異

は、その連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間によ

る定額法により按分した額をそれぞ

れの発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。 

③退職給付引当金 

同左 

 ④役員退職慰労引当金 

提出会社は役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく期末要

支給額の100％相当額を計上しており

ます。 

④役員退職慰労引当金 

 同左 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

 同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 同左 

(6)重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす金利ス

ワップについては特例処理を採用し

ております。 

①ヘッジ会計の方法 

 同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引を利用しており

ます。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 ヘッジ対象 

借入金利の将来の金融市場におけ

る利率上昇による変動リスクを回

避する目的で利用しております。 

 ヘッジ対象 

 同左 

 ③ヘッジ方針 

ヘッジ取引を行う場合の取引方針と

しては、営業取引、資金調達等で発

生する通常の取引範囲内で、必要に

応じ最小限のリスクで契約を行う方

針であり、投機的な取引は行わない

方針であります。 

③ヘッジ方針 

 同左 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略し

ております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

 同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理  税抜方式 ①消費税等の会計処理  同左 

 ────── ②自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

  当連結会計年度から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準第１号）を適

用しております。これによる当連結

会計年度の損益に与える影響は軽微

であります。 

  なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の資本の部及び連結剰余

金計算書については、改正後の連結

財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 ────── ③１株当たり情報 

 「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及

び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成14年４月

１日以後開始する連結会計年度に係

る連結財務諸表から適用されること

になったことに伴い、当連結会計年

度から同会計基準及び適用指針に

よっております。 

  なお、これによる影響について

は、「１株当たり情報に関する注

記」に記載しております。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

 同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は発生しておりません。 連結調整勘定は発生時に一括償却して

おります。 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結会計年度中に確定した利益処分に

基づき作成しております。 

 同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

 同左 

 

 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

       ────── （損益計算書） 

  前連結会計年度まで営業外収益の「受取手数料」に

含めて表示していました「テナント解約収入」は、営

業外収益の100分の10を超えたため、当連結会計年度

より区分掲記しております。 

  なお、前連結会計年度の「受取手数料」に含まれて

いる「テナント解約収入」は25,198千円であります。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成15年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 6,659,714千円

土地 13,684,336 〃

計 20,344,051 〃

担保付債務は次のとおりであります。 

※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 9,032,474千円

土地 20,036,331 〃

計 29,068,805 〃

担保付債務は次のとおりであります。 
 
１年以内返済予定長期借入金 8,114,000千円

長期借入金 5,551,000 〃

計 13,665,000 〃
  

 
１年以内返済予定長期借入金 5,246,000千円

長期借入金 10,906,000 〃

計 16,152,000 〃
  

────── 

 

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式 

   39,611,134株であります。  

────── ※３. 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

   1,503,226株であります。 

 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な項目及び金

額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な項目及び金

額は次のとおりであります。 

(1）販売費 (1）販売費 
 

広告宣伝費 2,307,096千円
  

 
広告宣伝費 1,972,652千円 

  
(2）一般管理費 (2）一般管理費 
 

従業員給与手当 2,809,801千円

従業員雑給 2,509,131 〃

賞与引当金繰入額 341,900 〃

退職給付費用 71,932 〃

役員退職慰労引当金繰入額 70,352 〃

減価償却費 1,660,290 〃

賃借料 3,021,552 〃
  

 
従業員給与手当   2,839,622千円 

従業員雑給 2,445,461 〃 

賞与引当金繰入額 306,985 〃 

退職給付費用 74,268 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 56,157 〃 

減価償却費 1,526,390 〃 

賃借料 2,948,178 〃 
  

────── ※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
 
 

 

 

 
  

 
建物（付属設備を含む） 18,988千円 

構築物 3,957 〃 

その他 1,101 〃 

計 24,047 〃 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成14年３月31日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成15年３月31日現在） 
 
現金及び預金勘定 5,181,296千円

現金及び現金同等物 5,181,296 〃 
  

 
現金及び預金勘定 2,899,234千円

現金及び現金同等物 2,899,234 〃 
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① リース取引 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

その他 
（器具備品） 

1,142,471 589,529 552,942 

合計 1,142,471 589,529 552,942 

  

 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

その他 
（器具備品） 

1,179,311 744,879 434,431 

合計 1,179,311 744,879 434,431 

  
 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 （注）同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 217,544千円

１年超 335,398 〃 

合計 552,942 〃 
  

 
１年内 203,089千円

１年超 231,342 〃 

合計 434,431 〃 
  

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 （注）同左 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 
 
支払リース料 248,212千円

減価償却費相当額 248,212 〃 
  

 
支払リース料 236,553千円

減価償却費相当額 236,553 〃 
  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

店舗のうち、６店舗については、建物等をリース契

約により使用しております。 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

同左 

 

未経過リース料 
 
１年内 793,379千円

１年超 7,707,824 〃 

合計 8,501,203 〃 
  

 
１年内 907,132千円

１年超 9,271,283 〃 

合計 10,178,415 〃 
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② 有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度（平成14年３月31日） 当連結会計年度（平成15年３月31日） 

種類 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの       

(1）株式 ― ― ― 2,037 2,076 39 

(2）債券       

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

(3）その他 4,083 4,547 464 ― ― ― 

小計 4,083 4,547 464 2,037 2,076 39 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの       

(1）株式 568,730 504,043 △64,687 483,026 430,173 △52,852 

(2)債券       

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 86,840 86,840 ― 86,840 86,840 ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

(3)その他 1,705,020 1,629,168 △75,852 1,567,452 1,384,324 △183,127 

小計 2,360,591 2,220,051 △140,539 2,137,318 1,901,337 △235,980 

合計 2,364,675 2,224,599 △140,075 2,139,355 1,903,413 △235,941 

 （注） 前連結会計年度に、有価証券について265,629千円（株式177,640千円、その他有価証券74,839千円、社債

13,150千円）の減損処理を行っております。 

当連結会計年度に、有価証券について36,579千円（株式19,470千円、その他有価証券17,109千円）の減損

処理を行っております。 

なお、減損処理に当っては、期末における時価が取得価格に比べ50％以上下落した場合にはすべてについ

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と

認めた額について減損処理を行っております。 

 

２．売却したその他有価証券 

前連結会計年度 
（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 売却額（千円） 

売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

353,054 28,240 26,282 278,362 9,217 34,045 
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３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度（平成14年３月31日） 当連結会計年度（平成15年３月31日） 
種類 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 
（店頭売買株式を除く） 

46,872 38,922 

 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

前連結会計年度（平成14年３月31日） 当連結会計年度（平成15年３月31日） 

種類 
１年以内 
（千円） 

１年超５
年以内 
（千円） 

５年超10
年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１年以内 
（千円） 

１年超５
年以内 
（千円） 

５年超10
年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１. 債券         

(1) 国債・地方債等 ─ ─ ─ ─ ― ― ― ― 

(2) 社債 ─ 86,840 ─ ─ 86,840 ― ― ― 

(3) その他 ─ ─ ─ ─ ― ― ― ― 

２. その他 ─ 2,864 116,788 ─ ― 2,155 17,427 ― 

合計 ─ 89,704 116,788 ─ 86,840 2,155 17,427 ― 

 

③ デリバティブ取引 

前連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日）及び当連結会計年度（自平成14年４月１日 

至平成15年３月31日）の状況は次のとおりであります。 

１．取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

為替予約取引及び金利スワップ取引を利用しております。 

(2) 取引に対する取組方針 

提出会社のデリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動によるリスク回避を目的として利用しており、

投機的な取引は行わない方針であります。 

(3) 取引の利用目的及び取引に係るリスクの内容 

提出会社のデリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的

な利益の確保を図る目的で、また金利関連では借入金利等の将来の金融市場における利率上昇による変

動リスクを回避する目的で利用しております。またデリバティブ取引の契約先は信用度の高い国内の銀

行であるため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブに係る取引は、個々に取締役会で決定されます。投機的なポジションをもったデリバティ

ブ取引は行っていないため、取引に関する管理規程は特に設けておりません。 

(5) 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

特記すべき事項はありません。 

 

２．取引の時価等に関する事項 

          ヘッジ会計の特例処理を採用しているため、記載を省略しております。 
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④ 退職給付 

１．採用している退職給付制度の概要 

 提出会社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

 なお、適格退職年金制度は従業員退職金の定年支給分について昭和63年４月１日より採用しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

 
前連結会計年度 
(平成14年３月31日) 
（千円） 

当連結会計年度 
(平成15年３月31日) 
（千円） 

(1) 退職給付債務 △525,969 △661,056 

(2) 年金資産 182,668 194,148 

(3) 未積立退職給付債務((1)+(2)) △343,300 △466,908 

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 ― ― 

(5) 未認識数理計算上の差異 29,552 118,069 

(6) 未認識過去勤務債務(債務の減額) ― ― 

(7) 連結貸借対照表計上額純額((3)+(4)+(5)+(6)) △313,747 △348,838 

(8) 前払年金費用 ― ― 

(9) 退職給付引当金((7)－(8)) △313,747 △348,838 

 

３．退職給付費用の内訳 

 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日）
(千円) 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 
(千円) 

(1）勤務費用 60,837 62,121 

(2）利息費用 14,212 15,779 

(3）期待運用収益 △5,233 △5,480 

(4) 会計処理基準変更時差異の費用処理額 ― ― 

(5）数理計算上の差異の費用処理額 2,115 1,847 

(6) 過去勤務債務の費用処理額 ― ― 

(7）退職給付費用((1)+(2)+(3)+(4)+(5)+(6))  71,932 74,268 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）

(1）割引率 3.0％ 2.0％ 

(2）期待運用収益率 3.0％ 同左 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(4) 数理計算上の差異の処理年数 発生時の従業員の平均残
存勤務期間による定額法
により処理しております
（16年、17年） 

発生時の従業員の平均残
存勤務期間による定額法
により処理しております
（16年、17年） 

(5) 会計基準変更時差異の処理年数 
 
 

────── ────── 
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⑤ 税効果会計 

前連結会計年度 
（平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成15年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
 
繰延税金資産 

役員退職慰労引当金 311,024千円

退職給付引当金繰入限度超過額 94,489 〃

賞与引当金繰入限度超過額 104,024 〃

繰越欠損金 29,296 〃

その他有価証券評価差額金 58,467 〃

その他   104,881 〃

繰延税金資産小計 702,184 〃

評価性引当額 31,383 〃

繰延税金資産合計 670,800 〃

繰延税金負債 

固定資産圧縮記帳積立金 74,675 〃

その他 19,300 〃

繰延税金負債合計 93,975 〃

繰延税金資産の純額 576,824 〃
  

 
繰延税金資産 

役員退職慰労引当金 316,385千円

退職給付引当金繰入限度超過額 116,305 〃

賞与引当金繰入限度超過額 107,987 〃

繰越欠損金 66,880 〃

その他有価証券評価差額金 95,391 〃

貸倒引当金 122,203 〃

その他  135,609 〃

繰延税金資産小計 960,762 〃

 

評価性引当額 69,334 〃

繰延税金資産合計 891,427 〃

繰延税金負債 

固定資産圧縮記帳積立金 65,197 〃

その他 35,461 〃

繰延税金負債合計 100,658 〃

繰延税金資産の純額 790,769 〃
  

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。 

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。 

 
流動資産－繰延税金資産 149,292千円 

固定資産－繰延税金資産 427,532 〃 
  

 
流動資産－繰延税金資産 287,663千円 

固定資産－繰延税金資産 503,106 〃 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 
法定実効税率 41.7％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 0.5〃

住民税均等割等 4.0〃

繰越欠損金 3.6〃

その他 0.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 50.0〃

  

 
法定実効税率 41.7％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 0.3〃

住民税均等割等 2.6〃

繰越欠損金 0.2〃

税率変更による期末繰延税金資産

の減額修正 
1.0〃

その他 △1.1〃

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 44.7〃
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前連結会計年度 
（平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成15年３月31日） 

────── ３．税率の変更による期末繰延税金資産の見直し 

   「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年

法律第９号）が平成15年３月31日に公布されたこと

に伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用した法定実効税率は、1年以内

に解消が見込まれるものについては41.7％、それ以

外のものについては40.4％であります。 

その結果、当連結会計年度末に計上された繰延税

金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金

額）が12,282千円減少し、当連結会計年度に費用計

上された法人税等調整額の金額が同額増加しており

ます。 
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⑥ セグメント情報 

a.事業の種類別セグメント情報 

 前連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日）及び当連結会計年度（自平成14年４月１日 

至平成15年３月31日） 

 当連結グループは、小売業及びこれに付随する業務を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため

該当事項はありません。 

 

b.所在地別セグメント情報 

 前連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日）及び当連結会計年度（自平成14年４月１日 

至平成15年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

c.海外売上高 

 前連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日）及び当連結会計年度（自平成14年４月１日 

至平成15年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

⑦ 関連当事者との取引 

前連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日） 

１．親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

 

２．役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 氏名 
資本金 
(百万円) 

資本金又
は出資金
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

役員の
兼任等 
事業上
の関係 

取引の
内容 

取引 
金額 
(千円)
科目 
期末
残高 
(千円) 

役員 平野能章 － － 
当社代表取
締役 

（被所有） 
直接4.4 － － 

有価証券
の売却 3,000 － － 

 （注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記有価証券の売却は、取得価格に実質価値を勘案して決定しております。 

 

３．子会社等 

 該当事項はありません。 

 

４．兄弟会社等 

 該当事項はありません。 
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当連結会計年度（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日） 

１．親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

 

２．役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

３．子会社等 

 該当事項はありません。 

 

４．兄弟会社等 

 該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１株当たり純資産額 732.37円 

１株当たり当期純利益金額 11.18〃 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 10.03〃 

  

１株当たり純資産額    744.21円 
１株当たり当期純利益金額  17.36〃 
 なお、潜在株式調整後１株当たり
の当期純利益金額については、希薄
化効果を有している潜在株式が存在
しないため記載しておりません。 
 
 当連結会計年度から「１株当たり
当期純利益に関する会計基準」（企
業会計基準第２号）及び「１株当た
り当期純利益に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第4
号）を適用しております。 
 なお、同会計基準及び適用指針を
前連結会計年度に適用して算定した
場合の１株当たり情報については、
以下のとおりとなります。 
１株当たり純資産額    731.85円 
１株当たり当期純利益金額  10.67〃 
潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額         9.58〃 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） － 687,902 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 20,000 

（うち利益処分による役員賞与金） － （20,000） 

普通株式に係る当期純利益（千円） － 667,902 

期中平均株式数（千株） － 38,472 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

－ 平成13年６月28日定時株主総会で

決議された自己株式譲渡方式のス

トックオプション（普通株式500

千株） 

 

 

 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

該当事項はありません。 同左 

  
 



－  － 
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５.  仕入及び販売の状況 

( １)  仕入実績 

 当連結会計年度の仕入実績を部門別ごとに示すと、次のとおりであります。 

 なお、下記の金額には消費税等は含まれておりません。 

部門別 
前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
 至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

対前年比
（％） 

ハードグループ（千円） 26,642,542 24,755,646 92.9 

ソフトグループ（千円） 8,578,687 7,869,344 91.7 

ゼネラルグループ（千円） 41,937,654 40,615,068 96.8 

合計（千円） 77,158,885 73,240,059 94.9 

 

 

( ２)  販売実績 

当連結会計年度の販売実績を部門別ごとに示すと、次のとおりであります。 

なお、下記の金額には消費税等は含まれておりません。 

部門別 
前連結会計年度 

（自 平成13年４月１日 
 至 平成14年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

対前年比
（％） 

ハードグループ（千円） 32,116,371 29,616,272 92.2 

ソフトグループ（千円） 11,267,780 10,366,497 92.0 

ゼネラルグループ（千円） 52,019,553 49,825,165 95.8 

合計（千円） 95,403,705 89,807,934 94.1 
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